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間接経費率確認書

１．自社について                                  （２０○○年４月１日現在）

企業名 （株）○○○○

本社所在地 神奈川県川崎市幸区大宮町○番地

代表者氏名 代表取締役社長 ○○ ○○

主たる事業として営んでいる業種 製造業

資本金 ２億円

従業員数 ２００人

確定（申告）済の直近過去 3 年分の

各事業年度の課税所得の年平均額

（2021 年度以降の新規契約のみ要記入）

２億円

２．親会社について                                 （２０○○年４月１日現在）

親会社の有無（いずれかに○） 有 ・ 無

親会社の出資比率（親会社が大

企業の場合）

×× ％

（大企業の１００％子会社・孫会社の場合は、本用紙の提出は不要。）

企業名 （株）○○○○

代表者氏名 代表取締役社長 ○○ ○○

主たる事業として営んでいる業種 製造業

資本金 １００億円

従業員数 １，０００人

上記の記載については、事実と相違ないことを確約いたします。

これにより間接経費率は２０％に設定されますが、上記の記載に誤りがあり、中小企業の扱いとならない場

合には、委託期間開始時点より間接経費率１０％が適用されることに異存ありません。

２０○○年○○月○○日

住 所 神奈川県川崎市幸区大宮町○番地

名 称 (株) ○○○○             

証明者 ○○部長 ○○ ○○   

<<参参考考例例>> 書書式式ⅨⅨ－－11 

複数年度契約では、毎年度、4/1 時点の

状況を確認して提出してください。

Ⅹ
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２２．．大大学学・・国国立立研研究究開開発発法法人人等等へへのの再再委委託託・・共共同同実実施施  

 

（１）大学・国立研究開発法人等との契約概要 

大学等とは、国公立大学法人、大学共同利用機関法人、公立大学、私立大学および高等専門学

校をいいます。国立研究開発法人等とは、国立研究開発法人、独立行政法人および地方独立行政

法人をいいます。 

大学等または国立研究開発法人等へ再委託・共同実施する場合には、委託先は、原則、ＮＥＤＯ

と大学等または国立研究開発法人等との間で契約する場合のＮＥＤＯ契約約款（大学・国立研究開

発法人等用）に準じた契約を締結することになります。ただし、大学等（私立大学を除く）、国立研究

開発法人等の受託研究・共同研究規程に基づく契約も可能とします。 

 

（2）大学・国立研究開発法人等との契約における留意点 

① ＮＥＤＯ契約書約款（大学・国立研究開発法人等用）に基づいて契約した場合は、確定検査およ

び中間検査の証拠書類として、ＮＥＤＯ所定の経費発生調書を作成することになります。 

②  大学等（私立大学を除く）の受託研究・共同研究規程（受託研究契約書等）を使用する場合は、

次の２項を受託研究契約書等に追記してください。また、確定検査および前年度の年度末までの

中間検査の証明書類として、「決算報告書」書式Ⅹ－１（Ｐ．１２４）および「収支決算書」書式Ⅹ

－２（Ｐ．１２５）によることも可能です。 

 

一．NEDO が再委託先の検査を求める場合は、委託先の立ち会いのうえ再委託先の立ち入り検

査を行うことができるものとする。 

二．NEDO が再委託先の検査を行う際は、委託先は再委託先に対し、参考となるべき報告及び資

料の提出について協力すること。 
 

３３．．国国公公立立研研究究機機関関等等へへのの再再委委託託・・共共同同実実施施  

  

（１）国公立研究機関等との契約概要 

国公立研究機関等へ再委託・共同実施する場合には、委託先は、原則、ＮＥＤＯと委託先間にお

いて契約する場合の業務委託契約書約款に準じた契約を締結することになります。ただし、当該機

関の受託研究・共同研究規程に基づく契約も可能とします。  
  

（2）国公立研究機関等との契約における留意点 

① ＮＥＤＯ契約書約款に基づいて契約した場合は、確定検査および中間検査の証拠書類として、Ｎ

ＥＤＯ所定の経費発生調書を作成することになります。 
② 当該機関の受託研究・共同研究規程（受託研究契約書等）を使用する場合は、次の２項を受託研

究契約書等に追記してください。また、確定検査および前年度の年度末までの中間検査の証明

書類として、「決算報告書」書式Ⅹ－１（Ｐ．１２４）および「収支決算書」書式Ⅹ－２（Ｐ．１２５）によ

ることも可能です。 

 

一．NEDO が、再委託先の検査を求める場合は、委託先の立ち会いのうえ再委託先の立ち入り

検査を行うことができるものとする。 

二．NEDO が再委託先の検査を行う際は、委託先は再委託先に対し、参考となるべき報告及び資

料の提出について協力すること。 
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１１．．再再委委託託・・共共同同実実施施  

＜基本的な考え方＞ 

経費の算定に当たっては、再委託先・共同実施先が大学等の場合は「業務委託費積算基準（大学

用）」（Ｐ．３９）、国立研究開発法人等の場合は「業務委託費積算基準（国立研究開発法人等用）」（Ｐ．

４３）に定める区分に従って算定してください。 
なお、再委託先・共同実施先が大学・国立研究開発法人等以外の事業者の場合は、別冊の「委託

業務事務処理マニュアル」にある「業務委託費積算基準」に定める大項目Ⅰ～Ⅳの区分に従って算定

してください。 
 

(１)再委託、共同実施を行う場合には、あらかじめ実施計画書に記載していただくことが必要です。なお、

再委託および共同実施の額は原則として委託先との契約金総額の５０％未満です。 

 

(２)委託先が委託業務の一部を再委託もしくは共同実施する場合は、委託先が再委託先または共同実

施先との間で締結する契約については、ＮＥＤＯと委託先間において締結した契約内容を必ず準用

してください。なお、委託先から再委託もしくは共同実施をする場合は、再委託先・共同実施先の種

別（大学・国立研究開発法人等か、それ以外の事業者か）によって、準用するＮＥＤＯ契約約款が異

なりますのでご注意ください。 
 

＜委託先から再委託・共同実施する場合に適用する契約書＞ 

 

 (３)再委託契約、共同実施契約の締結日、実施期間は、「ＮＥＤＯと委託先間の契約（親契約）」との関係

において以下のように設定することになります。 

①締結日 

親契約の締結日以降とします。ただし、以下の条件を満たせば、親契約の実施期間開始日まで

遡ることが可能です。 

 

②実施期間 

親契約で定められている実施期間内とします。 

 

（４）再委託先・共同実施先の行為については、委託先がＮＥＤＯに対して、すべての責任を負うことにな

ります。 

 

（５)再委託先・共同実施先についてもそれぞれ経費発生調書を作成する必要があります。 

再委託費  ： 委託先が、委託業務の一部を第三者に委託するのに要した経費 

共同実施費： 委託先が、委託業務の一部を第三者と共同で実施するために要した経費 

再委託・共同実施先 適用する契約書 

国公立大学法人、公立大学、私立大学、高等専

門学校、大学共同利用機関法人並びに 国立研

究開発法人、独立行政法人、地方独立行政法人 

「大学・国立研究開発法人等用」のＮＥＤＯ契

約約款に準じた契約書、または受託研究規程

に基づく受託研究契約書（私立大学除く） 

法人化されていない国公立の研究機関等 
ＮＥＤＯ契約約款に準じた契約書、または 

受託研究規程に基づく受託研究契約書 

上記以外の事業者 ＮＥＤＯ契約約款に準じた契約書 

ア．親契約の締結日以降の締結日では再委託業務等の実施期間が十分に確保されないとの事情

があること 

イ．当該再委託、共同実施契約が、明らかに親契約の内容と合致すること 

Ⅹ
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２２．．大大学学・・国国立立研研究究開開発発法法人人等等へへのの再再委委託託・・共共同同実実施施  

 

（１）大学・国立研究開発法人等との契約概要 

大学等とは、国公立大学法人、大学共同利用機関法人、公立大学、私立大学および高等専門学

校をいいます。国立研究開発法人等とは、国立研究開発法人、独立行政法人および地方独立行政

法人をいいます。 

大学等または国立研究開発法人等へ再委託・共同実施する場合には、委託先は、原則、ＮＥＤＯ

と大学等または国立研究開発法人等との間で契約する場合のＮＥＤＯ契約約款（大学・国立研究開

発法人等用）に準じた契約を締結することになります。ただし、大学等（私立大学を除く）、国立研究

開発法人等の受託研究・共同研究規程に基づく契約も可能とします。 

 

（2）大学・国立研究開発法人等との契約における留意点 

① ＮＥＤＯ契約書約款（大学・国立研究開発法人等用）に基づいて契約した場合は、確定検査およ

び中間検査の証拠書類として、ＮＥＤＯ所定の経費発生調書を作成することになります。 

②  大学等（私立大学を除く）の受託研究・共同研究規程（受託研究契約書等）を使用する場合は、

次の２項を受託研究契約書等に追記してください。また、確定検査および前年度の年度末までの

中間検査の証明書類として、「決算報告書」書式Ⅹ－１（Ｐ．１２４）および「収支決算書」書式Ⅹ

－２（Ｐ．１２５）によることも可能です。 

 

一．NEDO が再委託先の検査を求める場合は、委託先の立ち会いのうえ再委託先の立ち入り検

査を行うことができるものとする。 

二．NEDO が再委託先の検査を行う際は、委託先は再委託先に対し、参考となるべき報告及び資

料の提出について協力すること。 
 

３３．．国国公公立立研研究究機機関関等等へへのの再再委委託託・・共共同同実実施施  

  

（１）国公立研究機関等との契約概要 

国公立研究機関等へ再委託・共同実施する場合には、委託先は、原則、ＮＥＤＯと委託先間にお

いて契約する場合の業務委託契約書約款に準じた契約を締結することになります。ただし、当該機

関の受託研究・共同研究規程に基づく契約も可能とします。  
  

（2）国公立研究機関等との契約における留意点 

① ＮＥＤＯ契約書約款に基づいて契約した場合は、確定検査および中間検査の証拠書類として、Ｎ

ＥＤＯ所定の経費発生調書を作成することになります。 
② 当該機関の受託研究・共同研究規程（受託研究契約書等）を使用する場合は、次の２項を受託研

究契約書等に追記してください。また、確定検査および前年度の年度末までの中間検査の証明

書類として、「決算報告書」書式Ⅹ－１（Ｐ．１２４）および「収支決算書」書式Ⅹ－２（Ｐ．１２５）によ

ることも可能です。 

 

一．NEDO が、再委託先の検査を求める場合は、委託先の立ち会いのうえ再委託先の立ち入り

検査を行うことができるものとする。 

二．NEDO が再委託先の検査を行う際は、委託先は再委託先に対し、参考となるべき報告及び資

料の提出について協力すること。 
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１１．．再再委委託託・・共共同同実実施施  

＜基本的な考え方＞ 

経費の算定に当たっては、再委託先・共同実施先が大学等の場合は「業務委託費積算基準（大学

用）」（Ｐ．３９）、国立研究開発法人等の場合は「業務委託費積算基準（国立研究開発法人等用）」（Ｐ．

４３）に定める区分に従って算定してください。 
なお、再委託先・共同実施先が大学・国立研究開発法人等以外の事業者の場合は、別冊の「委託

業務事務処理マニュアル」にある「業務委託費積算基準」に定める大項目Ⅰ～Ⅳの区分に従って算定

してください。 
 

(１)再委託、共同実施を行う場合には、あらかじめ実施計画書に記載していただくことが必要です。なお、

再委託および共同実施の額は原則として委託先との契約金総額の５０％未満です。 

 

(２)委託先が委託業務の一部を再委託もしくは共同実施する場合は、委託先が再委託先または共同実

施先との間で締結する契約については、ＮＥＤＯと委託先間において締結した契約内容を必ず準用

してください。なお、委託先から再委託もしくは共同実施をする場合は、再委託先・共同実施先の種

別（大学・国立研究開発法人等か、それ以外の事業者か）によって、準用するＮＥＤＯ契約約款が異

なりますのでご注意ください。 
 

＜委託先から再委託・共同実施する場合に適用する契約書＞ 

 

 (３)再委託契約、共同実施契約の締結日、実施期間は、「ＮＥＤＯと委託先間の契約（親契約）」との関係

において以下のように設定することになります。 

①締結日 

親契約の締結日以降とします。ただし、以下の条件を満たせば、親契約の実施期間開始日まで

遡ることが可能です。 

 

②実施期間 

親契約で定められている実施期間内とします。 

 

（４）再委託先・共同実施先の行為については、委託先がＮＥＤＯに対して、すべての責任を負うことにな

ります。 

 

（５)再委託先・共同実施先についてもそれぞれ経費発生調書を作成する必要があります。 

再委託費  ： 委託先が、委託業務の一部を第三者に委託するのに要した経費 

共同実施費： 委託先が、委託業務の一部を第三者と共同で実施するために要した経費 

再委託・共同実施先 適用する契約書 

国公立大学法人、公立大学、私立大学、高等専

門学校、大学共同利用機関法人並びに 国立研

究開発法人、独立行政法人、地方独立行政法人 

「大学・国立研究開発法人等用」のＮＥＤＯ契

約約款に準じた契約書、または受託研究規程

に基づく受託研究契約書（私立大学除く） 

法人化されていない国公立の研究機関等 
ＮＥＤＯ契約約款に準じた契約書、または 

受託研究規程に基づく受託研究契約書 

上記以外の事業者 ＮＥＤＯ契約約款に準じた契約書 

ア．親契約の締結日以降の締結日では再委託業務等の実施期間が十分に確保されないとの事情

があること 

イ．当該再委託、共同実施契約が、明らかに親契約の内容と合致すること 

Ⅹ
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収 支 決 算 書 

（２０○○年度分） 

 
（単位：円） 

区 分 予 算 額 決 算 額 差 引 額 備 考 
 
Ⅰ．直接経費 
 
１．人件費 
 
２．備品費 
 
３．消耗品費 
 
４．光熱水費 
 
５．旅費 
 
６．謝金 
 
７．その他 
 

Ⅱ．間接経費 
 （Ⅰ×     ） 

    

合 計     

 
注）区分については、契約時の積算項目に応じて、予算額、決算額、差引額をそれぞれ計上する。 

 

 

<<参参考考例例>>  書書式式ⅩⅩ－－２２  

複数年度契約の場合に記載 
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決算報告書 
 

２０○○年○月○日 
 
（再委託先等である場合）委託先 宛 

 
○ ○ 大 学 
○○学部長 ○○○○  

 
 

決算報告書の提出について 
 
 
 20○○年○月○日付け受託研究契約について、下記のとおり実施したので、その実績を報告します。 
 

記 
 
 
１．研究題目 
 
 
２．契約管理番号   □□□□□□□□－□ 
 
 
３．契約金額   ￥○○，○○○，○○○－ 
           （内、２０○○年度分 ￥○○，○○○，○○○－） 
 
４．研究期間   ２０○○年○月○日 ～ ２０○○年○月○日 
 
 
５．研究代表者名 
 
 
６．収支決算書  別紙のとおり 

  

<<参参考考例例>>  書書式式ⅩⅩ－－11  

複数年度契約の場合に記載 

Ⅹ
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収 支 決 算 書 

（２０○○年度分） 

 
（単位：円） 

区 分 予 算 額 決 算 額 差 引 額 備 考 
 
Ⅰ．直接経費 
 
１．人件費 
 
２．備品費 
 
３．消耗品費 
 
４．光熱水費 
 
５．旅費 
 
６．謝金 
 
７．その他 
 

Ⅱ．間接経費 
 （Ⅰ×     ） 

    

合 計     

 
注）区分については、契約時の積算項目に応じて、予算額、決算額、差引額をそれぞれ計上する。 

 

 

<<参参考考例例>>  書書式式ⅩⅩ－－２２  

複数年度契約の場合に記載 
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決算報告書 
 

２０○○年○月○日 
 
（再委託先等である場合）委託先 宛 

 
○ ○ 大 学 
○○学部長 ○○○○  

 
 

決算報告書の提出について 
 
 
 20○○年○月○日付け受託研究契約について、下記のとおり実施したので、その実績を報告します。 
 

記 
 
 
１．研究題目 
 
 
２．契約管理番号   □□□□□□□□－□ 
 
 
３．契約金額   ￥○○，○○○，○○○－ 
           （内、２０○○年度分 ￥○○，○○○，○○○－） 
 
４．研究期間   ２０○○年○月○日 ～ ２０○○年○月○日 
 
 
５．研究代表者名 
 
 
６．収支決算書  別紙のとおり 

  

<<参参考考例例>>  書書式式ⅩⅩ－－11  

複数年度契約の場合に記載 

Ⅹ
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Ⅰ.  委託業務の概要 

Ⅱ. 契約に関する事務手続 

Ⅲ. 契約変更に関する事務手続 

Ⅳ. 経理処理について 

Ⅴ. 物品費について 

Ⅵ. 人件費・謝金について 

Ⅶ. 旅費について 

Ⅷ. その他経費について 

Ⅸ. 間接経費について 

Ⅹ. 再委託費・共同実施費について 

  

ⅩⅩⅠⅠ..  検検査査  

１．検査の実施  Ｐ．１２８ 

２．検査の種類  Ｐ．１２８ 

３．検査の方法  Ｐ．１２９ 

４．検査の流れ  Ｐ．１３０ 

５．検査に必要な書類  Ｐ．１３２ 

６．自主点検の実施  Ｐ．１３３ 

７．ファイリング  Ｐ．１３６ 

８．経理システムと内部牽制等の確認  Ｐ．１３７ 

９．経費発生額と証拠書類の確認  Ｐ．１３９ 

１０．経費発生調書  Ｐ．１４１ 

  

ⅩⅡ. 委託費の支払 

ⅩⅢ. 研究開発資産・知的財産権について 

ⅩⅣ. 成果報告と研究成果の発信 

ⅩⅤ.  プロジェクトマネジメントシステムの概要とユーザー登録 
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Ⅹ


